
高等司法研究科教授会議事要旨 

 

日  時：令和４年９月１５日（木）１７：０９～１８：３１ 

開催方法：  

 ・教 授 会： オンライン（Webex） 

 ・可否投票： 教授会の最後に Zoomに切り替えてオンライン投票 

場  所： 各自 Webex 及び Zoom利用可能な場所 

出 席 者：２１名（定足数１２名） 

 

※議事に先立ち管理運営担当副研究科長から、９月１０日（土）から１７日（土）まで研

究科長が海外出張のため、教授会規程第２条第２項の規定により、同副研究科長が教授

会の議長の職務を代行する旨説明があった。 

※あわせて、学務担当副研究科長から、９月６日（火）に発表された司法試験結果につい

てコメントがあった。 

 

（協議事項） 

１．定足数について 

管理運営担当副研究科長から、教授１名が令和４年度秋～冬学期から令和５年度春

～夏学期までの間、また、教授１名が令和４年度秋～冬学期にサバティカル制度を利

用するため、教授会規程第５条第２項第１号の規定により、教授１名は令和４年１０

月から令和５年９月まで、また、教授１名は令和４年１０月から令和５年３月までの

間、教授会の定足数から除外することについて説明があり、協議の結果、承認した。 

２．准教授の選考について 

管理運営担当副研究科長から、国際私法担当教員に係る本研究科へのポスト配分の

経緯等について説明があった後、採用候補者１名について、先の教授会懇談会におい

て准教授採用人事を進めることが了承されたことに伴い、手続を開始することの提案

があり、提案の可否に係る投票の方法については教授会の最後に Zoom に切り替えて

オンライン投票とすることとし、投票の結果、提案が可とされ、採用のための審査を

開始することとした。引き続き、同副研究科長から審査委員の選出について説明があ

り、審査委員選出に係る投票の方法については教授会終了後、投票箱（置き箱）にて

実施することとした（なお、投票の結果、教授３名を審査委員として選出した）。 

３．学生の異動について 

教務委員会委員長から、学生の異動について、資料に基づき説明があり、協議の結

果、２名の退学及び７名の休学を承認した。 

あわせて、同委員長から、９月中に学生異動の申請があった場合には、教務委員会

で承認後、１０月教授会で追認とすることについて説明があり、協議の結果、承認し

た。 

４．令和４年度９月修了者の認定及び学位記受領代表者について 

教務委員会委員長から、令和４年度９月修了者の認定及び学位記受領代表者につい

て、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

５．２０２３（令和５）年度入学者選抜試験（一般選抜）及び特別選抜（法曹コース 

開放型）第１次選抜について 

アドミッション委員会委員長から２０２３（令和５）年度入学者選抜試験（一般選

抜）及び特別選抜（法曹コース開放型）第１次選抜の合否判定について、アドミッシ

ョン委員会に一任願いたい旨説明があり、協議の結果、承認した。 

６．大阪大学大学院文学研究科・法学研究科・経済学研究科及び高等司法研究科防犯 

カメラに関する合同規程の一部改正について 

管理運営担当副研究科長から、人文学研究科の設置（改組）に伴う同規程の一部改

正について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 



（報告事項） 

 １．学内委員会等報告 

① 部局長会議（７／２０） 

② 教育研究評議会（７／２０） 

③ 人文社会科学系戦略会議（７／１３） 

④ 教育課程委員会（７／８） 

⑤ 学生生活委員会（７／１３） 

⑥ 豊中地区事業場安全衛生委員会（７／２２、８／２５メール審議） 

⑦ 国際交流委員会（７／２６） 

２．高等司法研究科運営委員会（８／２９臨時、９／８）報告 

  管理運営担当副研究科長から、資料に基づき報告があった。 

あわせて、アドミッション委員会委員長から、香川大学法学部との法曹養成連携協

定締結に向け進めることについて、運営委員会で承認されたことを受け、詳細につい

て報告があった。 

また、管理運営担当副研究科長から、運営委員会で検討した部局アクションプラン

（令和４年度）の内容について報告があり、「全学的に重視する指標」となっている競

争的資金（科研費等）の獲得件数・金額の上乗せの可能性がある場合は申し出願いた

い旨発言があった。 

３．高等司法研究科教務委員会（９／１）報告 

４．高等司法研究科アドミッション委員会（８／１９、８／２３、８／２６、９／６） 

報告 

５．高等司法研究科ＦＤ・教育企画委員会（８／１８等）報告 

６．春～夏学期コンタクトティーチャー面談所見入力状況について 

７．その他 

① 教員の海外渡航について 

管理運営担当副研究科長から、法学研究科２名及び高等司法研究科１名の海外渡航予

定がある旨、資料に基づき報告があった。 

 ② 中央教育審議会大学分科会法科大学院等特別委員会（第１０７回）報告 


